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②国際コンテナ戦略港湾等及び国際バルク戦略港湾に係る固定資産税等の特例措置の延長 

・ 国際コンテナ戦略港湾等の港湾運営会社が取得した荷さばき施設等に係る固定資産税

等の特例措置（課税標準 10 年間 1/2 等に軽減）の２年間延長 

・ 国際バルク戦略港湾において、企業間連携の促進に資する事業を行う者が取得した荷さ

ばき施設等に係る固定資産税等の特例措置(課税標準 10 年間 2/3 に軽減)の２年間延長 

③国際基幹航路を運航する定期コンテナ船に係るとん税・特別とん税について、国際基幹航路

の我が国への寄港の維持・拡大を実現するための所要の措置 

④トラック、内航貨物船、機械装置等に係る中小企業投資促進税制（特別償却 30％又は税額

控除７％）について、２年間延長（所得税・法人税等） 

 

Ⅲ．クリーンで安全・安心な社会の実現 

１．クリーンで安全・安心な自動車・鉄道の開発・普及の促進 

①車体課税については、平成 29 年度与党税制改正大綱等に沿って、簡素化、自動車ユーザー

の負担の軽減、グリーン化等を図る観点から見直し（自動車重量税・自動車取得税・自動車

税・軽自動車税） 

②バリアフリー車両（ノンステップバス、リフト付きバス、ユニバーサルデザインタクシー）に係る

特例措置（自動車重量税・自動車取得税）について、適用対象の拡充（貸切バス事業者が導

入するノンステップバス及びリフト付きバスを追加）を行った上で、自動車取得税の特例措置

の２年間延長（自動車取得税の廃止後は、自動車税の環境性能割の特例措置として措置） 

③先進安全技術を搭載したトラック・バスに係る自動車取得税の特例措置について、２年間延

長（自動車取得税の廃止後は、自動車税の環境性能割の特例措置として措置） 

④低炭素化等に資する旅客用新規鉄道車両に係る固定資産税の特例措置（課税標準５年間

2/3 等に軽減）について、適用対象の拡充（新規製造車両と同様の要件を備えた改造車両を

追加）及び見直しを行った上で、２年間延長 

 

２．災害に強い強靱な国土・地域づくり 

①平成 30 年７月豪雨による被害の状況等を踏まえ、所要の措置を検討 
②一般送配電事業者、電気通信事業者、有線放送事業者等が、無電柱化を行う際に新たに取

得した電線等に係る固定資産税の特例措置について、対象の拡充（交通安全上の課題があ

る道路等（バリアフリー生活関連経路、通学路等））を行った上で、３年間の延長 
・ 道路法第 37 条に基づき電柱の占用を禁止又は制限している道路の区域：課税標準４年 

間 1/2 に軽減 

・ 上記以外の区域：課税標準４年間 2/3 に軽減 

③高規格堤防整備事業に伴い高規格堤防特別区域内に再移転した地権者の土地に係る固定

資産税等の特例措置（課税標準５年間 1/2 に軽減）の創設 
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○低公害自動車に燃料を充てんするための設備に係る課税標準の特例措置の拡充・延長（固

定資産税） 

○被災自動車等に係る自動車重量税の還付措置の延長 

○被災自動車等の代替取得に係る特例措置の延長（自動車重量税・自動車取得税・自動車

税・軽自動車税） 

○沖縄の観光地形成促進地域における課税の特例措置の延長（法人税等） 

 

※被災住宅用地等に係る課税標準の特例措置の拡充（固定資産税等）について、関係省庁ととも

に検討する。 

 

※生産設備を含む事業用施設の耐震化の設備投資等を促進する国土強靱化税制（仮称）の創設 

について、関係省庁とともに検討する。 
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